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 本工事は、不足する建設資材の調達に要
する費用（購入費、輸送費等）について、
工事を円滑に実施するため遠隔地から調達
せざるを得ない場合において、これらの費
用の支出実績を踏まえて最終精算変更時点
で変更契約する試行工事である。
 本工事は、総価契約単価合意方式（包括
的単価個別合意方式）（以下「本方式」とい
う。）の試行工事であり、以下の内容に基づ
き実施する。
ア 本工事では、変更契約等における協議
の円滑化に資するため、契約締結後に、
受発注者間の協議により総価契約の内訳
としての単価等（共通仮設費、現場管理
費及び一般管理費等を含む。）について合
意するものとする。
イ 本方式の実施については、工事数量表
の細別の単価に請負代金比率（落札金額
を予決令第79条の規定に基づいて作成す
る予定価格（以下「予定価格」という。）
で除したもの。）を乗じて得た各金額につ
いて合意するものとする。
ウ 本方式の実施手続は、「総価契約単価合
意方式（包括的単価個別合意方式）の試
行について」（平成30年９月21日付け30農
振第1860号農村振興局整備部設計課長通
知）及び「総価契約単価合意方式（包括
的単価個別合意方式）の実施要領の解説
について」（平成30年９月21日付け事務連
絡農村振興局整備部設計課施工企画調整
室長通知）によるものとする。

 本工事は、誰でも働きやすい現場環境（快
適トイレ）の整備について、監督職員と協
議し、変更契約においてその整備に必要な
費用を計上する試行工事の対象である。
 本工事は、ワーク・ライフ・バランス等
推進企業を評価する試行工事である。
 本工事は、賃上げの実施を表明した企業
を評価する工事である。
 本工事は、週休２日に取り組むことを前
提として、労務費、機械経費（賃料）、共
通仮設費（率分）、現場管理費（率分）を
補正した試行対象工事である。受注者は、
週休２日を実施する希望がある場合、契約
後、工事着手前日までに週休２日の実施計
画書を監督職員へ提出し、本試行を適用す
ることができる。

 本工事は、週休２日制を促進するため、
週休２日に取り組むことを前提として、現
場閉所状況に応じて工事成績評定に加点評
価を行うとともに、履行実績取組証明書の
発行を行う試行工事である。
 本工事は、熱中症対策に資する現場管理
費の補正の試行工事の対象とし、日最高気
温の状況に応じた現場管理費の補正を行う
対象工事である。
 本工事は、新型コロナウイルス感染拡大
防止対策について、設計変更の対象とする
ことができる工事である。
 本工事の施工に当たり、１日未満で完了
する作業量の作業が見込まれ、施工パッ
ケージ型積算基準と乖離があった場合にお
いて、１日未満で完了する作業の積算の適
用について監督職員と協議し、設計変更す
ることができる工事である。
 本工事は、建設キャリアアップシステム
活用推奨モデル工事の試行対象工事であ
る。試行内容の詳細は、特別仕様書による
こととする。

２ 競争参加資格
次に掲げるからのすべての条件を満たし
ている者であること。
 予決令第70条の規定に該当しない者である
こと。
なお、未成年者、被保佐人又は被補助人で
あって、契約締結のために必要な同意を得て
いる者は、同条中、特別の理由がある場合に
該当する。
 予決令第71条の規定に該当しない者である
こと。
 東海農政局における令和５・６年度一般競
争（指名競争）参加資格を付与されている者
のうち、「土木一式工事」の認定を受けている
こと。ただし、会社更生法（平成14年法律第
154号）に基づき更生手続開始の申立てがな
されている者又は民事再生法（平成11年法律
第225号）に基づき再生手続開始の申立てが
なされている者については、手続開始の決定
後、東海農政局長が別に定める手続に基づく
一般競争参加資格の再認定を受けているこ
と。

 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。ただし、上記の再認定を受けた者を
除く。
 東海農政局における「土木一式工事」に係
る令和５・６年度一般競争（指名競争）参加
資格の認定の際に、客観的事項（共通事項）
について算定した点数（以下「客観点数」と
いう。）が1250点以上であること。ただし、
特定建設工事共同企業体の代表者以外の構成
員は、客観点数が1150点以上であること。
なお、上記の再認定を受けた者にあって
は、当該再認定後の客観点数が要件を満たし
ていること。
 施工実績
 平成20年度から令和４年度（過去15年度
間）において、元請として契約締結し完成・
引渡しまでが完了した次に掲げる同種工事
の施工実績を有すること。
共同企業体にあっては、構成員のうち１
社が同種工事の施工実績を有すること。ま
た、共同企業体としての施工実績は、出資
比率が20％以上のものについて認める。
なお、共同企業体として申請書を提出し
た場合、その構成員は単体として申請書を
提出することはできない。
 同種工事とは、「コンクリート構造物工
事」を施工実績とし、規模は問わないもの
とする。
ただし、完成した農林水産省（沖縄総合
事務局農林水産部所掌のものを含む。）発注
工事の工事成績評定の評定点が65点未満の
ものを除く。

 配置予定技術者
 配置予定技術者の専任 配置予定技術者
を専任で配置することが必要となる工事
は、建設業法（昭和24年法律第100号）第
26条第１項、第２項及び建設業法施行令（昭
和31年政令第273号）第27条第１項の定め
による。なお、専任期間の取扱いについて
は、以下のとおり。
ア 現場作業については、専任を義務付け
る。
ただし、請負契約が締結後及び令和５
年度における現場施工に着手するまでの
期間（令和６年度にあっては、現場事務

所の設置、資機材の搬入又は仮設工事等
を開始するまでの間。令和７年度にあっ
ては、資機材の搬入又は仮設工事等を開
始するまでの間。）は、専任を義務付けな
い。また、契約工期内であっても各年度
の工事完成後、検査が終了し（発注者の
都合により検査が遅延した場合を除
く。）、事務手続、後片付け等のみが残っ
ている期間は、専任を義務付けない。検
査が終了した日は、発注者が工事の完成
を確認した旨、受注者に通知した日とす
る。
イ 工事用地等の確保が未了、自然災害の
発生又は埋蔵文化財調査等により、工事
を全面的に一時中止している期間は、専
任を義務付けない。

 配置予定技術者の配置 配置予定技術者
は、下請合計金額が45百万円以上の場合は
監理技術者、45百万円未満の場合は主任技
術者を配置すること。
特定建設工事共同企業体については、構
成員のうち１社以上が監理技術者、その他
の構成員は主任技術者を配置すること。
 配置予定技術者の資格 監理技術者に
あっては、１級土木施工管理技士又はこれ
と同等以上の資格を有する者を当該工事に
配置できること。ここで同等以上の資格を
有する者とは、建設業法第15条第２号で定
める者のうち、１級土木施工管理技士以外
の者とする。
 配置予定技術者の施工経験 上記に掲
げる同種工事の施工経験を有する者である
こと。
共同企業体にあっては、構成員のうち１
人の監理技術者又は主任技術者が同種工事
の施工経験を有すること。また、共同企業
体としての施工経験は、出資比率が20％以
上のものについて認める。
施工経験とは、契約工期の全期間に従事
していることを原則とする。ただし、当該
工事の契約工期と従事期間が異なる場合
は、現場施工期間の３分の２以上又は１年
以上の期間に従事したことが確認できるこ
と。
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